
番号 44

　　　処　　　 分 　　　名

処　分　の　概　要

　　　根　拠　法　令　名

　　　条　　　　　　　　  項

　　　所　　　管　　　課 建築指導課

　　　経由機関での処理期間 なし

　　　所管課での処理期間

　　　標　準　処　理　期　間 計 1か月

判　断　基　準

仮設建築物について安全上、防火上、衛生上支障がないと認められること。

【根拠法令等】
建築基準法
 (仮設建築物に対する制限の緩和）
第85条第6項
　　特定行政庁は、仮設興行場、博覧会建築物、仮設店舗その他これらに類する仮設建築物について安全
上、防火上及び衛生上支障がないと認める場合において、１年以内の期間を定めてその建築を許可すること
ができる。

建築基準法施行規則
（許可申請書及び許可通知書の様式）
第十条の四　法第四十三条第一項ただし書、法第四十四条第一項第二号若しくは第四号、法第四十七条た
だし書、法第四十八条第一項ただし書、第二項ただし書、第三項ただし書、第四項ただし書、第五項ただし
書、第六項ただし書、第七項ただし書、第八項ただし書、第九項ただし書、第十項ただし書、第十一項ただし
書、第十二項ただし書若しくは第十三項ただし書(法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を
含む。)、法第五十一条ただし書(法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。)、法第五
十二条第十項、第十一項若しくは第十四項、法第五十三条第四項若しくは第五項第三号、法第五十三条の
二第一項第三号若しくは第四号(法第五十七条の五第三項において準用する場合を含む。)、法第五十五条
第三項各号、法第五十六条の二第一項ただし書、法第五十七条の四第一項ただし書、法第五十九条第一項
第三号若しくは第四項、法第五十九条の二第一項、法第六十条の二第一項第三号、法第六十七条の二第三
項第二号、第五項第二号若しくは第九項第二号、法第六十八条第一項第二号、第二項第二号若しくは第三
項第二号、法第六十八条の三第四項、法第六十八条の五の三第二項、法第六十八条の七第五項又は法第
八十五条第三項若しくは第五項の規定(以下この条において「許可関係規定」という。)による許可を申請しよう
とする者は、別記第四十三号様式(同条第三項又は第五項の規定による許可の申請にあつては別記第四十
四号様式)による申請書の正本及び副本に、それぞれ、特定行政庁が規則で定める図書又は書面を添えて、
特定行政庁に提出するものとする。

審査基準及び標準処理期間整理個表

仮設建築物の建築許可

申請に基づき仮設建築物の建築を許可する。

建築基準法（昭和25年法律第201号）

第85条第6項

1か月

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



手続の流れ

申請

交付

１か月

市 民 建築指導課

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


